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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第115期
第３四半期
連結累計期間

第116期
第３四半期
連結累計期間

第115期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

営業収益 （百万円） 7,794 8,707 10,448

経常利益 （百万円） 159 832 128

親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する

当期純損失（△）

（百万円） 35 641 △338

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 68 740 △306

純資産額 （百万円） 7,746 8,096 7,370

総資産額 （百万円） 20,670 19,900 20,750

１株当たり四半期純利益又は１

株当たり当期純損失（△）
（円） 17.70 322.58 △170.28

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.9 36.6 32.0

 

回次
第115期
第３四半期
連結会計期間

第116期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 76.41 151.05

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　　３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(１）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の解除により、経済

活動に回復の動きが見られたものの、新たな変異株「オミクロン株」の世界的な感染拡大や原油高による燃料費等

の高騰など、依然として先行き不透明な状況が継続しました。

当社グループでは、旅客減少や事業活動への制限から新型コロナウイルス感染症拡大前と比較し大幅な減収とな

りましたが、お客様と職員の安全を最優先に、各事業部門において監督官庁の指導や各種ガイドラインに沿った感

染防止対策を徹底しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

①財政状態

当第３四半期連結会計期間末の資産は、現金及び預金が減少したほか、減価償却による固定資産の減少などによ

り、前連結会計年度末に比べ849百万円減少し、19,900百万円となりました。負債は、未払金や長期借入金の減少

などにより、前連結会計年度末に比べ1,576百万円減少し、11,804百万円となりました。純資産は、親会社株主に

帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ726百万円増加し、8,096百万

円となりました。

 

②経営成績

当第３四半期連結累計期間の当社グループの営業収益は、8,707百万円（前年同期営業収益7,794百万円）とな

り、引き続き人件費の抑制や安全・安心に直結するもの以外の費用削減に努め、営業利益は582百万円（前年同期

営業損失210百万円）となりました。これに雇用調整助成金243百万円などの営業外収益及び営業外費用を加減した

経常利益は832百万円（前年同期経常利益159百万円）となり、当社グループ所有土地建物上の他社高架橋柱の耐震

補強工事に伴う建物の建替えによる固定資産受贈益170百万円などの特別利益及び固定資産除却損などの特別損失

を加減し、法人税等及び非支配株主に帰属する四半期純利益を控除した親会社株主に帰属する四半期純利益は641

百万円（前年同期親会社株主に帰属する四半期純利益35百万円）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、財政状態及び経営成績に影響を及ぼしております。そのため、経営成績に関する説明にお

いては、対前年同期増減額及び増減率を記載しておりません。詳細については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連

結財務諸表 注記事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

 

　次に、セグメント別の経営成績をご報告いたします。

　（運輸業）

鉄軌道事業、バス運送事業、タクシー事業とも、前年同期との比較では増収となりましたが、依然としてコロナ

以前の売上水準を大幅に下回る状況が継続しており、燃料費の高騰などもあり、極めて厳しい経営環境が続いてい

ます。このような状況下、嵐山線では、観光庁「既存観光拠点の再生・高付加価値化推進事業」の一環として、映

画のワンシーンが車内で体験できるエンターテインメント列車「ザ・ライドＫＹＯＴＯ」の運行、撮影所の見学や

映画にちなんだ講演会、映画上映会の開催など、関係事業者や大映通り商店街との連携で「映画と暮らすまち、太

秦」の情報発信と沿線地域への集客に取り組みました。

京都バス㈱では2021年12月17日、前身である洛北自動車株式会社の創立から100周年を迎えました。創業100周年

を記念したグッズや記念ソングCDの発売などを通じ、沿線地域と協力・連携したPRを実施しました。

京福バス㈱では、2021年10月に福井市中心市街地を拠点に運行するコミュニティバス４路線をまちづくり福井㈱

から移管を受け一般路線化しました。また、観光地として知名度が増す福井県立恐竜博物館へ２台目の直行バスを

投入し集客に努めました。

タクシー事業においては、新型コロナウイルス感染拡大に伴う需要低迷で稼働を調整して経費削減を行ったほ

か、2021年11月8日からはあわら温泉と観光地を運行する観光乗合タクシーの実証実験を行い、アフターコロナの

時代を見据えた利用促進策を、関係行政や地域と連携し推進しました。

以上の結果、運輸業の営業収益は4,267百万円（前年同期営業収益3,831百万円）となり、営業損失は425百万円

（前年同期営業損失1,010百万円）となりました。
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（参考）鉄軌道事業の運輸成績

種別 単位
当第３四半期
連結累計期間

 

（2021.4.１～2021.12.31）
　対前年同四半期増減率（％）

輸送人員

定期 千人 1,961 －

定期外 〃 2,832 －

計 〃 4,794 －

旅客運輸収入

定期 百万円 180 －

定期外 〃 554 －

計 〃 735 －

 

　（不動産業）

不動産販売事業におきましては、現地販売会の実施や広報活動を積極的に行った結果、販売数の増加から増収と

なりました。

不動産賃貸事業におきましては、引き続き居住用賃貸物件の賃貸収入が堅調に推移しました。またBOAT RACE

（ボートレース）三国では、前年同期より有観客開催日やモーニングレースの開催日数が増加、またこれに伴い電

話投票会員も増加するなど、順調に売上を伸ばしたことに伴い賃貸収入は増収となりました。

以上の結果、不動産業の営業収益は3,618百万円（前年同期営業収益3,284百万円）となり、営業利益は996百万

円（前年同期営業利益862百万円）となりました。

 

　（レジャー・サービス業）

水族館業、ホテル業とも、緊急事態宣言が解除となった2021年10月以降は、利用客が増加しました。越前松島水

族館では一般客に加え、修学旅行・遠足等団体の受入があり、三国観光ホテル、ホテル京福福井駅前ではコロナ禍

で落ち込んだ観光業支援事業「福井deお得キャンペーン」への参画による利用獲得努力などにより宿泊人員が増

加、増収となりました。

以上の結果、レジャー・サービス業の営業収益は976百万円（前年同期営業収益977百万円）となり、営業利益は

９百万円（前年同期営業損失61百万円）となりました。

 

(２）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(３）研究開発活動

　　　　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000 2,000,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 2,000,000 2,000,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

　2021年10月１日～
－ 2,000,000 － 1,000 － 270

　2021年12月31日

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 12,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,973,600 19,736 －

単元未満株式 普通株式 14,300 － －

発行済株式総数  2,000,000 － －

総株主の議決権  － 19,736 －

　（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が77株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

京福電気鉄道株式会社
京都市中京区壬生賀

陽御所町３番地の20
12,100 － 12,100 0.61

計 ― 12,100 － 12,100 0.61

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,054 1,509

受取手形及び売掛金 998 1,197

販売土地及び建物 194 200

商品及び製品 24 20

仕掛品 69 42

原材料及び貯蔵品 47 50

前払費用 35 44

その他 666 476

貸倒引当金 △8 △4

流動資産合計 4,081 3,536

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,840 9,722

機械装置及び運搬具（純額） 1,264 1,164

土地 3,505 3,497

リース資産（純額） 897 859

建設仮勘定 2 81

その他（純額） 313 284

有形固定資産合計 15,823 15,610

無形固定資産 179 186

投資その他の資産   

投資有価証券 275 282

繰延税金資産 114 27

その他 280 259

貸倒引当金 △4 △1

投資その他の資産合計 666 567

固定資産合計 16,669 16,364

資産合計 20,750 19,900
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 32 53

短期借入金 3,564 3,534

リース債務 149 144

未払金 1,300 519

未払法人税等 175 254

未払消費税等 219 165

賞与引当金 182 81

その他 555 467

流動負債合計 6,179 5,220

固定負債   

長期借入金 4,905 4,426

リース債務 794 758

長期未払金 191 125

繰延税金負債 713 695

役員退職慰労引当金 29 24

退職給付に係る負債 247 262

その他 318 291

固定負債合計 7,201 6,584

負債合計 13,380 11,804

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 295 299

利益剰余金 5,291 5,920

自己株式 △20 △20

株主資本合計 6,566 7,198

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 72 80

その他の包括利益累計額合計 72 80

非支配株主持分 730 818

純資産合計 7,370 8,096

負債純資産合計 20,750 19,900
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

営業収益 7,794 8,707

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 7,893 8,049

販売費及び一般管理費 111 75

営業費合計 8,005 8,125

営業利益又は営業損失（△） △210 582

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 9 8

助成金収入 ※１ 341 ※１ 262

違約金収入 36 －

役員退職慰労引当金戻入額 14 －

雑収入 18 23

営業外収益合計 420 294

営業外費用   

支払利息 41 39

社債発行費償却 0 －

貸倒引当金繰入額 3 －

雑支出 4 4

営業外費用合計 50 44

経常利益 159 832

特別利益   

固定資産受贈益 － ※２ 170

補助金収入 39 124

受取保険金 － 9

固定資産売却益 0 3

特別利益合計 40 308

特別損失   

固定資産除却損 30 4

投資有価証券評価損 － 1

新型コロナウイルス感染症による損失 ※３ 29 －

減損損失 9 －

その他 － 0

特別損失合計 69 6

税金等調整前四半期純利益 130 1,133

法人税、住民税及び事業税 182 327

法人税等調整額 △110 72

法人税等合計 71 400

四半期純利益 58 733

非支配株主に帰属する四半期純利益 23 92

親会社株主に帰属する四半期純利益 35 641
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 58 733

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 9 7

その他の包括利益合計 9 7

四半期包括利益 68 740

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 45 648

非支配株主に係る四半期包括利益 23 92
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、運輸業における定期旅客収入について、定期券の発売月より月割計算によって収益を認識して

おりましたが、有効期間にわたり日割計算によって収益を認識する方法に変更しております。また、顧客への

商品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来顧客から受け取る対価の総額を収益と

して認識しておりましたが、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方

法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、利益剰余金の当期首残高は13百万円減少しております。なお、当第３四半期連結累計期間の損益

に与える影響は軽微であります。

また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める

経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記

載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮

定について重要な変更はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　助成金収入

　　　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

　　　助成金収入の主な内容は新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金243百万円等であります。

 

　　　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　　　助成金収入の主な内容は新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金243百万円等であります

 

※２　固定資産受贈益の内容は次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

建物 －百万円 162百万円

構築物 － 8

計 － 170

 

※３　新型コロナウイルス感染症による損失

　　　新型コロナウイルス感染症拡大による政府及び各自治体からの緊急事態宣言や営業自粛要請を受け、店舗

等の臨時休業を実施したことなどにより発生した固定費（人件費・賃借料・減価償却費）を新型コロナウイ

ルス感染症による損失として特別損失に計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

減価償却費 980百万円 922百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

　　配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日

定時株主総会
普通株式  39百万円 20.00円 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　　配当金支払額

　　　　無配のため該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 運輸業 不動産業

レジャー・
サービス業

計

営業収益       

(1）外部顧客への営業収益 3,812 3,161 820 7,794 － 7,794

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高
18 123 156 298 △298 －

計 3,831 3,284 977 8,093 △298 7,794

セグメント利益又は損失（△） △1,010 862 △61 △209 △1 △210

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額△１百万円はセグメント間取引消去額です。

　　　２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 運輸業 不動産業

レジャー・
サービス業

計

営業収益       

(1）外部顧客への営業収益 4,248 3,534 924 8,707 － 8,707

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高
19 83 51 154 △154 －

計 4,267 3,618 976 8,861 △154 8,707

セグメント利益又は損失（△） △425 996 9 580 1 582

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額１百万円はセグメント間取引消去額です。

　　　２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収

益認識に関する会計処理方法を変更したため、報告セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更し

ております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

（単位：百万円）

 

 
報告セグメント

 運輸業 不動産業
レジャー・

サービス業
計

営業収益     

　鉄軌道事業 772 － － 772

　バス運送事業 2,694 － － 2,694

　タクシー事業 304 － － 304

　不動産賃貸事業 － 226 － 226

　不動産販売事業 － 94 － 94

　ホテル業 － － 357 357

　水族館業 － － 326 326

　物販業 － － 106 106

　その他（注） － － 134 134

　顧客との契約から生じる収益 3,771 321 924 5,017

　その他の収益 476 3,213 － 3,690

　外部顧客への営業収益 4,248 3,534 924 8,707

（注）「その他」の主な事業は、広告代理店業、車両整備販売業であります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

　　１株当たり四半期純利益（円） 17.70 322.58

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
35 641

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
35 641

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,987 1,987

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年２月10日

京福電気鉄道株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 守谷　義広

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北池　晃一郎

 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京福電気鉄道株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
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認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

　以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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